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第59巻 第3号

安定成長期における陶磁器産地の着実な発展を実現 した1980年 代の大有田焼による各種事

業と,組 合の会員メンバーとなる窯元 ・商社の参加事業について,経 営学的な観点から検

証を試みたい。

戦後日本の伝統産業において,販 路開拓や新商品開発,さ らには後継者や工場労働者の

育成や能力向上に対する様々な取 り組みがなされるなかで,有 田焼産地でも美術陶磁器生

産,さ らには量産に対応 した高級割烹食器,日 用陶磁器の開発や都市部を中心とする新た

な販路の開拓が必要とされ,と りわけ東京をはじめとする都市部での有田焼に対する認知

度アップ,ニ ーズの拡大が急務の課題となっていた。本稿では都市向けの商品開発を進め

る上で重要な機会となった大有田焼展,京 王プラザにおける 「大有田プラザ市」の役割を

評価 し,1980年 代における家庭用食器の需要拡大と高級陶磁器である有田焼の製品開発に

スポットを当てなが ら,産 業構造の変化に対応 し続けた大有田焼の活動について検討を加

えたい。

また,大 有田焼振興協同組合は,肥 前陶磁器商工協同組合(産 地では窯元と商社との共

同参加による組織であり,産 地における中心的な業界調整機能を担ってきた)を はじめ,

工業協同組合や卸商業組合,直 売組合などの各組合が共同参加する連合体的組織であり,

理事長や副理事長には各組合の代表が就任する形をとった。大有田焼の組合構成員は,同

時に業種ごとの組合のメンバーでもあり,有 田焼産地の主だった業者を包括する組織とし

て本格的に活動を展開することができた。本稿では組合組織のマネジメン トについて取 り

上げ,各 種事業を支えた経営的側面について検証を加え,有 田焼産地の発展とともに歩ん

できた大有田焼の成果と役割について明 らかにしたい。

1研 究開発 ・新商品開発事業

有田焼産地では美術陶磁器をはじめ日用食器,料 亭用割烹食器の代表的産地として戦後

発展を続け,と りわけ戦後日本の観光ブーム,さ らにはホテル ・旅館での宴会などの人気

により,有 田焼直売商人による各地市場の開拓が進み,割 烹食器の分野で有田焼が独占的

な地位を占めるに至った。このような高度経済成長の時代はオイルショックの影響で終焉

を迎え,よ り付加価値の高い日用陶磁器や家庭用食器の需要が高まる一方,旅 館やホテル

も団体客か ら個人客へと主力のターゲットを変化させ,よ り個性的な食器を業務用として

需要する状態へと変化 した。戦前より高品質で割れにくく,価 格も手頃感の強い商品を供

給 し続けた有田焼産地では,1980年 代以降デザインや品質に加えて,新 しい素材や新分野
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表1大 有田焼振興協同組合の動き(昭 和54～63年 度)

年度 昭和54年 55年 56年 57年 58年

主な

実施事業

・大有 田焼会館

建設着工
・大有 田焼振興

会事業引継
・三越大有 田焼

展開催開始

・大有田焼会館

落成,事 務所

移転
・イ ン ドネ シア

陶磁器原料調

査(カ オ リン)
・ニ ュー ヨー ク

大有田焼展開

催(NY三 越

他)
・京王 プラザ ホ

テル 「大有 田

ぷ らざ市」開

催開始
・大丸 ビバ ンプ

ロジェク ト商

品開発

・パ リ大有 田焼

展(オ ・プラ

ンタン百貨店)
・ニ ュー ヨー ク

大有 田焼展開

催(NY三 越)
・「有 田 陶 芸 協

会」発足,事

務局設置

・フロ リダデ ィ

ズニー ワール

ド日本館常設

コーナー設 置

特別研修生派

遣
・大丸 と共同開

発 「有雅」 シ

リーズ商品化
・パ リ大有田焼

展(オ ・プラ

ンタン百貨店)
・ニ ュー ヨー ク

大有田焼展開

催(NY三 越)
・「有 田 ニ ュー

セ ラ ミックス

研究会」発足

事務局設置

・中国広東省窯

業 減 量 調 査

(カオ リ ン ・

長石)
・そ ごうグルー

プ名窯展開催

開始
・「世 界 の コー

ヒーカ ップ展」

開催誘致
・中小企業集団

育成事業実施

(3ケ 年継続事

業)
・農協ネ ッ ト販

促事業開始

年度 昭和59年 60年 61年 62年 63年

主な
実施事業

・強化磁器製給

食用食器開発

着手
・立食パーテ ィ

用オ リジナル

和食器(ビ ュツ

フェ会席)開

発
・「世 界 の テー

ブルウェア展」

有田誘致
・「佐賀県陶芸協

会」事務局設

置
・泉山陶石有効

利用開発事業

・JETRO海 外

展 示 会 開 催

(ロ サ ンゼ ル

ス)
・「つ くば国際科

学博」出展
・デザイ ン高度

化 開 発 事 業

(パ ッケー ジ ・

ホームパーティ

用食器)
・西武 ・西友 グ

ルー プ有田焼

展開始
・低品位陶石高

品化 ・実用化

事業(5ケ 年

継続事業)

・テ レ ビ ・マ ス

コ ミとの タイ

ア ップ展 示 会

開 催 開 始

(NHKな ど)
・デ ザ イ ン高 度

化 事 業(パ ッ

ケ ー ジ ・ラ ッ

ピ ン グ)

・組 合 情 報 ネ ッ

トワー ク化 事

業(継 続事 業)

・アンテナショッ

プ(長 崎オ ラ

ンダ村 ・佐賀

厚生年金休暇

セ ンター)業

務委託事業開

始
・「海 鮮 華 席」

オ リジナル食

器開発(京 王)
・地域 システム

技術開発事業

(5ケ 年継続事

業)

・有田マイセ ン

姉妹都市10周

年記念交流文

化展開催(国

内7会 場)
・CAD/CAM

成形 自動化 ・

絵付 けロボ ッ

ト開発
・インターナショ

ナルハウスウェ

アシ ョー出展
・中小企業団体

能力開発推進

事業(3ケ 年

事業)

(注)筒 井孝司作成資料。

での製品開発にも積極的に乗 り出しつつあった。製造業者である窯焼(と りわけ有田では,

伝統的製品を長年製造 してきたメーカーや窯元を一般に窯焼と呼称 してきた)を 中心とし

て,新 商品の開発な らびに新規の技術導入や素材開発を進める動きが,オ イルショック以

降の技術革新において急速に広がったのである。

大有田焼の開発事業については,開 発委員会がその推進主体とな り,佐 賀県陶磁器工業

協同組合の理事長が委員長に就任 した。開発事業は,研 究開発事業と新商品開発事業に大
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別され,大 有田焼最初の10年 間に,前 者では主に,配 合陶土研究,ニ ューセラミックス研

究,泉 山陶石有効利用事業,無 鉛絵具の開発等が行われ,後 者では主に,強 化磁器製給食

用食器開発,そ してデザイ ン高度化開発事業(パ ッケージデザイン ・ホームパーティ用食

器の開発)な どに取 り組んだ。大有田焼の開発事業では,有 田町に設置された佐賀県窯業

試験場(後 に佐賀県窯業技術センターへと改組)か ら技術的な支援を受け,上 記の研究開

発や製品開発を強力に推進 した。

(1)研 究開発事業

大有田焼が発足 した1979年 には,天 草陶土の枯渇に備えた人工陶土の開発や洋風食器の

量産と海外輸出を見据えて,カ オ リンを基調 とする配合陶土の開発が提議された。「ゆが

みの文化」を持つ有田は和食器にその強みを発揮 してきたが,そ の一方で一定の精度が求

められる規格品の量産では遅れをとっていた。この点において,国 内で洋食器規格品の量

産で成功 していた名古屋系企業(㈱ ノリタケカンパニーリミテッドや鳴海製陶㈱など)と

は全 く異なった生産方法に基づ くものであり,都 市向け商品を開発する上でも,た とえば

食器洗浄機に対応できる精度を持つ食器の量産技術を有田で率先 して修得することが,

1980年 代の有田焼生産において緊急の課題となっていた。

とりわけ,ロ ーラーマシーンによる生地の伸延に適 し,か つ,高 温度焼成に耐えうる配

合陶土の開発が重要な課題となった。大有田焼は,先 の提議を受けて,発 足の年に補助事

業の一つとして新商品開発能力育成事業を開始 した。新商品開発専門研究グループのメン

バーが中心となって,佐 賀県窯業試験場や九州工業技術研究所などから技術指導を仰ぎつ

つ,配 合陶土の調整研究や異質材 との組み合わせ研究などを積極的に行 った。 当研究グ

ループには,産 地にゆらぎを与える場として,生 産者の意識改革を促進する役割も同時に

期待されたのである。その背景には,第 一に,そ れまで有田生産地は陶石や陶土に恵まれ

ていただけに,良 質な陶土を自明視 してきたこと,第 二に,規 格品洋食器が要求する寸法

の誤差に対する認識が薄かったことが挙げられる。

最初の3年 間(1979～1981年)は,佐 賀県窯業試験場と共同で,天 草を主体とした陶土

に輸入カオ リン(2)を添加 した配合陶土によって,有 田焼の特徴である透光性 ・白色度 ・堅

(2)カ オ リンは,洋 食器生産に必要 とされ る高温度焼成 に耐え うる配合陶土の開発 に不可欠な成分

であ る。通常の天草陶石 はカオ リンが不足 していたため,カ オ リンを配合す ることに よってその

含有密度 を高 める ことが必 須 とされた。配 合陶土研究開発 の経過 や結 果の詳 細 につ いて は,「 大

有田焼だ より」第4号,4-6頁 を参照。
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牢性を生か した製品の開発に向けた研究を行 った(3)。具体的には,国 内外原料調査および

調査収集試験に基づいて,酸 化鉄や酸化チタンの含有密度が低 く,原 料入荷が可能で,安

価な材料を選択 し,配 合陶土の原料基礎試験,配 合陶土調整試験,鋳 込用陶土による試験

が行われた。これ らの基礎試験によって,肥 前地区においては,天 草陶土に代わる陶土は

現在のところ不可能に近いことが判明 したが,そ れに近いものとして中国広東省湛江地区

のカオ リンが有力視された。

その後,大 有田焼は,1983年 に通産省(現 経済産業省)の 「海外投資及び開発輸入促進

費補助金」の交付を受けて,そ の年の11月 に調査団④を中国広東省湛江地区に派遣 した。

この調査は,カ オ リンの埋蔵量の確認と開発輸入の促進を目的とし,12日 間に亘って実施

された。現地に派遣された調査グループは,現 地のカオ リンの埋蔵量や精製されたカオ リ

ンの質のみならず現地企業の生産体制や物流のインフラ整備状況を丹念に調査 し,そ の後,

中国か らカオ リンを輸入するまでに至った。 しか しなが ら,中 国から調達 したカオ リンの

品質は極めて不安定であり,後 の調査で現地の品質管理が十分に行き届いていないことが

判明 した。そこで,生 産工程を管理する会社を現地で持つ意見が出されたが,大 企業化 し

た在名企業とは異な り群雄割拠の様相を呈 した有田では,参 加企業の共同出資によるカオ

リン生成工場設立の動きに繋が らなかった。

洋食器の量産に向けた配合陶土研究と並行 して,生 産工程管理の導入に向けた能力開発

が行われた。大有田焼では,規 格品の量産を可能にする今一つの課題として生産管理の導

入が提起され,具 体的には,1)生 地含水量の絞込み,2)型 取 り,3)厚 み,4)鋳

込みなどの生産工程の管理を通 して歩留まりを統制することが求められた。そこで,工 程

(3)そ の間イ ン ドネ シアの ビル トン島の陶石が有力視 され,大 有田焼は昭和56年2月 に調査団を現

地 に派遣 した。調査団 による詳細な原材料調査に よれば,ビ ル トン島はイ ン ドネ シアで最 も重要

な カオ リン資源の原産地であ り,そ の埋蔵量 は8,000万立 法メー トル以上 と推 定 され,カ オ リン含

有密度は天草陶石の4倍 以上 にあた る80%で あ る。加えて,ビ リトンカオ リンの価格は最良の も

の としてわが国の陶磁器業界 に輸入 されてい るニ ュー ジー ラン ドカオ リンの半分以下であ ること

か ら,大 有 田焼 は,有 田窯業界 の希望 す る配合 陶土 の有力 な原 材料 と して十分 使用で きる もの

と判断 した。その一方で,ビ リトンカオ リンのチ タン含有密度は,天 草陶石の20～30倍 にあた る

0。2～0。4%で あ り,チ タンの除去が実用化に向 けた課題 とされた。そ こで,新 商品開発専門研究

グルー プは,1981年4月 より,九 州工業技術研究所の技術指導の もと,高 勾配磁器分離装置を用

いて チタン除去の実験な どを行 ったが,良 好な結果が出ず,最 終的に ビ リトンカオ リンの使用を

断念 してい る(「大有 田焼だ より」第2号,7頁)。 事業の概要について は,大 有 田焼振興協同組

合(1981)を 参照。

(4)徳 久信夫 氏(佐 賀県 陶磁 器原料㈱社長)が 調査 団長 を務 めた。 団員 は次の通 りであ る。岩 尾

煕氏(岩 尾磁器工業㈱社長),伊 東国男氏(佐 賀県陶磁器工業協同組合 専務理事),坂 本宣行氏

(塩田陶土 協業組合 専 務理事),河 口純 一氏(佐 賀県 窯業試験 場(嘱 託)),金 子渡氏(㈱ 香蘭

社 第一工場),中 村招平氏(大 有田焼振興協 同組 合 専務 理事)(「 大有 田焼 だよ り」 第9号,

4頁)。 中国窯業原料調査結果の詳細 につ いて は,「 大有 田焼だ よ り」第9号,4頁,「 大有 田焼

だ より」第10号,4頁 を参照。
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管理を中心とした研修が行われ,各 分野に精通する人材が講師として招かれた。研修の講

師は,佐 賀県窯業試験場や九州工業技術研究所などの公的機関のみならず,㈱ 香蘭社や岩

尾磁器工業㈱を始めとする有田の リーディングカンパニーか らスタッフが講師として派遣

された。こうした規格品洋食器の量産に向けた研究や研修を契機として,1982年 にニュー

セラミックス研究会が立ち上がった。

大有田焼は,配 合陶土研究開発に加えて,新 しい素材であるニューセラミックスの開発

に向けた取 り組みを当時積極的に推進 していた。ニューセラミックスあるいはファインセ

ラッミクスが新 しい産業素材として多方面の分野で実用化を進めつつあった現状(5)と,成

形や焼成技術などの面において陶磁器産業と密接な関連があることをふまえ,他 産地との

競争のなかで,窯 業産地の発展が大いに期待できる分野であるとの認識が合致 したため,

1982年 にニューセラミックス研究会(以 下ニューセラ研究会と略す)が 設立された。本研

究会は,大 有田焼と佐賀県陶磁器工業協同組合の賛同のもとに,そ して,佐 賀県窯業試験

場ならびに有田町の後援のもとに,岩 尾煕氏(岩 尾磁器工業㈱社長)を その設立発起人代

表として設立された。また,本 研究会設立は当時ニューセラミックス開発を企業戦略に据

えた香蘭社社長 ・深川正氏の意向を強 く反映するものであり,深 川氏は産地一体となった

研究体制を敷 くことによって,自 社だけでな く関係他社との切磋琢磨を通 じたニューセラ

ミックス研究の推進を企図した(6)。1982年10月に大有田焼会館で設立総会を開催 し,総 会

終了後には,佐 賀エ レク トロニクス㈱の工場視察,及 び九州工業技術研究所で第一回研究

会を実施 した。ニューセラ研究会には,㈱ 香蘭社,岩 尾磁器工業㈱,深 川製磁㈱,共 立製

磁㈱(現 共立エ レックス㈱)に 加えて,材 料開発に従事する企業が参加 した。設立当初の

参加企業は約20社 であったが,ニ ューセラ ミックス開発の重要性が業界に認知されるに

従って会員数が増加 し,翌 年には57名 となった。

ニューセラミックスやファインセラミックスを,既 存のオール ドセラミックスの延長線

(5)フ ァイ ンセ ラ ミックス は,高 純度酸化 アル ミニ ウム,酸 化 けい素,酸 化 ジル コニ ウム等の物質

又は これ らの物質 に化学反応を起 こさせ ることに より得 られ る高純度の物質を原料 として,温 度

や圧力等を精密 に制御 したセ ラ ミックスの ことを指す。昭和57年 当時,わ が国において も,既 に

電子材料(IC基 盤等),パ ル プ,耐 摩耗部品等の用途 に向 けて工業生産 されてお り,ま た今後,

原子力,宇 宙開発等の先端技術産業 にお いて必要不可欠な材料 として,そ の需要の急速な拡大が

期待 されて いた。通産省(現 経済産業省)は,フ ァイ ンセ ラ ミックス産業の基盤整備 と振興を図

るための施策を総合的 に推進す るため に,ニ ューセ ラ研設立の年 に生活産業局内 にファイ ンセ ラ

ミックス室を新設 してい る(「大有 田焼だ より」第4号,6-7頁)。

(6)フ ァイ ンセ ラ ミックス産業 は成長産業であ るが,従 来の成長産業 とは異な り,広 汎な産業分野

(化学工業,窯 業,機 械工業,電 子 ・電気機器産業,医 療関連産業等)に またが るため に,業 界

組織が未成熟であ り,メ ーカー間,メ ー カー ・ユーザー間にお ける情報交換が不十分であ り,効

率的かつ早 急な技術 開発及 び工業化の推進体制 も不備 な状況 にあ る等の問題点を抱 えていた(「大

有田焼だ より」第4号,7頁)。
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上にはな く,む しろ全 く別の産業として捉えていた深川正氏は,新 しい産業を創造する気

構えを持って研究開発に取 り組む必要があり,そ のための設備投資が必要であることを力

説 した。深川氏は,自 ら研究会の講師を務めたり自身が社長を務める香蘭社から講師を派

遣するだけでなく,研 究会の講師としてニューセラミックスの碩学の招聰,フ ァインセラ

ミックス国際セ ミナーの有田への招致(1986年11月 開催),さ らには,中 小企業庁が実施

する 「地域 フロンティア技術開発事業」(7)の取 り組みを通 して,産 地一体となった研究開発

の推進において,そ の リーダーシップを遺憾な く発揮 した。

当時はニューセラミックスやファインセラミックスの開発競争の時代にあた り,企 業秘

密に関わるものであったため,共 同開発ではな く共通基盤となる知識獲得のための勉強会

という形式を採用 した。 したがって,各 企業は研究会で共有 した素材に関する知識や先端

の研究成果に基づき,独 自に研究開発を進めていった。香蘭社はジルコニア系素材を使用

したエンジンセラミックスを トヨタ自動車と共同開発し,共 立製磁はIC基 盤の開発によっ

て事業を軌道に乗せ,岩 尾磁器工業は環境に配慮 した素材の開発に成功するなど,有 田は

ファインセラミックスの分野において,他 産地に先駆けた各種取 り組みを進めたことがこ

れ らの事例か らも窺える。それ らの研究開発が可能であった背景として,有 田の リーディ

ングカンパニーでは研究部門を持てるだけの財力があり,研 究開発の面で公的な技術研究

機関のそれを凌駕するだけの設備 と人材(研 究スタッフ)を 擁 していたことが挙げられる。

続いて,有 田窯業産業誕生以来陶石を供給 してきた泉山の存在を見直すべ く,そ の有効

利用に向けた開発事業が昭和59年 度に開始された。本事業は,翌 年度から5ヶ 年継続事業

として,「低品位陶石高品位化 ・実用化事業」 となった。泉山陶石は400年 かけて採掘され

る中で,次 第に硫化鉄分の含まれた陶石が採取されるに至った。そのままでは生地に使え

ないため,硫 化鉄分に含まれる鉄分を除去する作業(脱 鉄)が 必要となった。脱鉄コス ト

が問題になる中,明 治か ら大正期にかけて,天 草で良質な鉱石が発見され,そ れと軌を一

にして,天 草の陶石が使用されるようにな り,香 蘭社は早い時期から窯業原料に天草陶石

を使用するようになった。明治大正期には泉山陶石を使用 しなければ有田焼とは呼べない

(7)本 事業 は,拡 大 しつつあ る大企業 との技術格差を克服す るため,地 域 中小企業の技術開発力の

強化を図 り,既 存産業の高度化及び新規産業の育成等を強力 に推進す ることを 目的 とし,昭 和58

年度か ら開始 され,昭 和59年 度の新規採択地域 として佐賀県が指定 された。佐賀県は 「ニ ューセ

ラ ミックスの素材及 び製品開発」 をテーマ に据 えて,伝 統 的陶磁器 の成形技術 や焼成技 術 に,

ニ ューセ ラ ミックス関連の先端技術を導入 して地場産業の活性化を企図 した。中小企業庁の指定

を受 けて佐賀県 は推進母体 として産,官,学 による委員会を設置 した。委員会は,佐 賀大学,九

州工業技術試験所,佐 賀県窯業試験場,有 田ニ ューセ ラ ミックス研究会な どか ら構成 され る。昭

和59年 度お よび昭和60年 度で は,ニ ューセ ラ ミックスの研削や切削な どの基礎研究,そ して,昭

和61年 度 には応用か ら試作品の開発が構想 された(「 大有田焼だ より」第9号,5頁)。
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という認識が一般的であったが,昭 和期に入って天草陶土の使用が容認されるようになっ

た。

とりわけ戦後には,有 田焼生産量の急増に伴う泉山陶石枯渇化の恐れから,ま た,広 く

天草陶石が定評を得るようになったことか ら,そ の使用が奨励されるようになった。一方

で,鉄 分を含んだ泉山陶石は粕薬の原料として使用された。そこで,泉 山の未利用部分を

有効活用 し,外 装などの建築用素材に仕上げる案が出された。大有田焼 ・開発委員会のも

とでは,そ の案に呼応 して,い くつかの窯元が集い泉山陶石の利用を促進する動きが起こ

り,本 事業開始の運びとなったのである。現在においても,2016年 に開催を予定 している

「有田焼400年 祭」に向け,そ の原点たる泉山陶石の利用を再検討する時期に来ている。か

つて泉山陶石か ら陶土を生成する専門企業(㈱ 泉山精土など)が 存在 していたが,天 草陶

石の台頭と,そ の躍進によって廃業が続いた。

1986年 には,安 全対策(鉛 規制)へ の取 り組みが本格的に開始 された(8)。本事業は,1986

年4月 の食品衛生法一部改正(同 年10月1日 施行)(9>に伴い,鉛 溶出防止にむけた対策を目

的としている。大有田焼は同年6月4日 に,伊 万里保健所や佐賀県窯業試験場から行政指

導を受ける機会を設けた。大有田焼は,鉛 害が直接鉛を使用 して上絵付する錦付業者だけ

の問題ではな く,肥 前地区窯業界全体の立場か ら,単 位組合の リーダーが認識を新たにし

て対応策を講 じる見解を示 し,錦 付,窯 元,商 社などの各組合で対応策を協議する動きが

始まった。窯積みを減 らして,内 絵用の絵具はおおむね焼成温度を760度 以上として,焼

成時間5～6時 間以上,最 高温度キープ30分～1時 間の条件で焼成すれば,鉛 害基準値を

抑えることができるが,そ の一方で,窯 元や上絵付業者の経済負担の増加が懸念されると

ともに,検 査厳格化にともなう佐賀県窯業試験場の大幅な設備投資⑩が喫緊の課題となっ

た。翌年には窯業界からの強い要望に応え,佐 賀県は新 しい検査法に対応すべ く1,020万円

の予算を計上 して,検 査施設建物(ド ラフ トおよび蒸溜水装置)の 建設を進めるとともに,

(8)大 有田焼 は,1982年 に大阪府消費者生活セ ンターの市販テ ス トで有田焼の錦内絵書 きの食器か

ら多量の鉛が検 出され,厳 しい指導を受 けた ことを機 に,鉛 溶出 に対す る注意の換気およびその

防止策の周知 に留 まらず,人 材養成事業の一貫 として鉛害防止のための絵具の調合や加飾法 につ

いて研修を行 って きた(「 大有 田焼だ より」第15号)。

(9)食 品衛生法 は,食 品だ けでな く食品 によって引 き起 こされ る食中毒な どの事故の未然防止を 目

的 とす る。同法の七条お よび十条で は公衆衛生の見地か ら,食 品の容器包装 について陶磁器製な

ど基準値が設 けられてい る。例えば鉛害の基準値は次の とお りであ る。① 深型(深 さが25mm以

上)の 器で容量が1.1リ ッ トル以上 の器 は2.5mg/リ ッ トル以下,容 量 が1.1リ ッ トル未満の器は

5.Omg/リ ッ トル以下,② 浅型(深 さが25mm未 満)の 器は1。7×10-2mg/cm2,① 及び②以外の

器は,1.7×10-2mg/cm2。1986年 の同法一部改正で は,国 際基準 に近付 けるたあ食品衛生検査方

法の厳格化が盛 り込 まれた(「 大有 田焼だ より」第15号)。

⑩ 当時佐賀県窯業試験場 は検査 に必要な原子吸光器を保有 していた ものの,今 回の法改正 による

検査の精密化 に対応 した検査器具が必要 とな った(「 大有田焼だ より」第15号)。
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専門の検査職員を1名 増員 している。そして平成に入 り,佐 賀県窯業試験場は大有田焼 ・

開発委員会の協力の下で鉛を使わない陶磁器の上絵具を開発 し,そ の実用化に対する取 り

組 み が 本 格 化 した(11)。

(2)商 品開発事業

大有田焼創立後最初の10年 間で,商 品開発事業において様々な挑戦を試みてきた。その

最大の成果は 「脱和食器」である。消費地市場において割烹食器の需要が飽和状態に近付

きつつあった状況下で,消 費市場の高度化やライフスタイルの変化に基づ くニーズの多様

化に対応すべ く,「脱食器」という合い言葉のもと,大 有田焼内にデザイン開発研究会を

はじめとする様々な研究会が立ちあがった。これ らの研究会を通 じて,和 食器以外の食器

開発にとどまらずインテリアやエクステリアに係る磁器製商品の開発(洗 面器やシャンデ

リアなど)に 成功することで,有 田窯業界において事業の多角化が進行 した。

第一に,給 食用食器の開発が挙げられる。1980年 代以降小中学生の給食時のマナーが全

国的に問題とな り,食 器改善に伴うマナー向上のための取 り組みが全国的に展開されつつ

あった。こうした状況の中,佐 賀県教育委員会は1984年 に学校給食用食器改善研究会を設

立 し,3力 年の継続事業として,給 食に適 した有田焼の食器開発を手がけた⑫。それと並

行 して,同 年3月 には大有田焼内に学校給食用食器改善研究会が設置⑬ され,そ のもとに

食器改善研究部会(会 長 伊東国男 ・佐賀県陶磁器工業協同組合専務)と 普及啓蒙部会

(ll)佐 賀県窯業試験場では1988年9月 か ら河 口純一試験部長を中心 に4人 のス タッフで構成 され る

研究 グループが,無 鉛 上絵具 の開発 にむ けた研 究を重ねて きた。 従来,上 絵具 の材料 とな るブ

リット(顔 料を加えて発色 させ るガ ラスの粉末)に は30%～70%の 鉛が含 まれていたが,鉛 溶出

機構を完全 に解明す るまでに は相当の時間を要す るゆえ に,当 時の厳 しい状況 と新 しい局面 に対

応す ることは困難であ った。そ こで,他 の方法で この問題を解決す る方が得策であ ると考えた本

研究 グルー プは,鉛 やカ ドニ ウム等の有害な成分を一切使用せず に,優 れた耐酸性 と耐アル カ リ

性を持 つ とともに,素 地等 と適合す る熱 膨張率 と適 当な焼成温 度な らびにその範 囲を持 った ブ

リットの開発 に成功 した。そ して,そ の ブ リッ トを使 った顔料 と金属酸化物等の発色剤を配合す

ることに よって,無 鉛上絵具の開発を可能に したのであ る(「大有 田焼だ より」第28号)。

ω 吉浦栄子氏(佐 賀県教育委員会体育保健課主任栄養士)の 提案が有田焼 による給食食器導入の

契機 とな った。彼女 は,当 時使用 されて いたアルマイ トや プラスチ ック製の食器 は丈夫であ った

ため,生 徒の食器の取 り扱いが粗末であ った こと,ま た,熱 い汁物は手 に持てない こともあ って

口を近づ けて食べ る(い わゆ る犬食 い)行 為が散見 された ことか ら,給 食マナーの改善の必要性

を以前か ら指摘 して いた。そ して,あ えて 「割れ る有田焼」を使用す ることによって,丁 寧 に食

器を取 り扱 う意識が生徒 に芽生え,食 事マナーの改善 にもな ると主張 し有田焼給食用食器の導入

を提案 した。同時 に,有 田焼の給食食器の普及は地場産業の新規需要創 出が期待で きるとい うこ

とで,こ の提案 は焼物業界か ら注 目されていた(「 大有 田焼だ より」第21号)。

⑱ 本研究会 は,大 有 田焼の ほか,佐 賀県,佐 賀県教育委員会,佐 賀県立窯業試験場,有 田町,有

田町教育委員会や学識経験者か ら構成 された。本研究会では,こ れか らの子供た ちに佐賀の味 と

心を伝え,物 を大事 に扱 う心を育て ることを 目的 に学校給食用食器の改善を はか り,も って佐賀

県のや き もの文 化の伝承 と地場産業 の振興 に資す る(目 的の第一条)こ とを企 図 していた(「 大

有田焼だ より」第21号)。
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(会長:北 村祥造 ・有田焼卸商業協同組合専務)が それぞれの立場で検討を進めてきた。

初年度は55万5千 円の予算を計上 し,最 初に佐賀県窯業試験場に委託 して素地や形状の研

究を行い,試 作品を開発 した。学校給食用食器改善研究会のメンバーであった安楽窯社長

の末村氏は,い ち早 くアル ミナ(ニ ューセラミックスの原料)を 配合 した強化磁器を開発

した。末村氏は,改 善研究会が発足する約5年 前か ら独自に給食食器開発に取 り組んでい

たこともあり,試 作品開発過程で重要な役割を果たした。

翌年には有田小学校を研究指定校にして全面導入 したほか,背 振小学校,佐 賀県立盲学

校,塩 田小学校,有 田中学校の四校を協力校として,給 食食器の一部を有田焼に切 りかえ

て施行 した。その後,佐 賀県県立病院などに呼びかけて有田焼給食食器の普及を促進 して

いる。1986年 に県教育委員会が行った学校給食モデル校の生徒 ・児童を対象とする調査で

は有田焼給食食器が既存のアルマイ ト食器以上の評価を得ており,ま た,食 事マナーの改

善の点で,教 育効果についても評価された。 しか し,そ の一方で,食 器洗浄機などの給食

附属設備の改善コス トや破損率の高さといった問題が指摘され,そ の後,食 器デザイン,

精度,強 度,機 能(使 いやすさ,軽 量化など)の 改善や,生 産コス ト低減に向けた研究が

精力的に行われるようになった。 その後,給 食用食器の普及の試みが全国的に広 まり,

1987年 には,東 京都荒川区で有田焼給食用食器の導入ωが決定 し,昭 和62年 度から平成元

年度までの3力 年計画に基づいて,荒 川区内の小学校27校 と中学校15校(対 象児童生徒数

は1万6千 人)す べてに有田焼給食用食器を導入 した。給食用食器は大有田焼を通 じて仕

入れ,そ の売 り上げは総額5～6千 万円にのぼった。

しか しなが ら,全 国的に陶器の導入が図 られる過程で大手を含めた参入業者が増加 した

ため,有 田焼が給食用食器の全国シェアで上位を占めるまでには至らなかった。有田にお

いて も,そ の当時それほど精度が求められない割烹食器や業務用食器で賄っていたせいも

あり,給 食用食器の開発 ・生産に従事する窯元の数は限 られていた。その結果,有 田焼給

食用食器の普及は,主 に佐賀県内に留まった。さらに,食 洗機を使用する給食センターで

は食器の軽量化,強 度,精 度それぞれにおいて要求水準が高かったため,食 洗機を使用 し

ない自校方式を採用する公立小中学校を中心に納入された。それでも佐賀県内において,

ω 以前はアルマイ ト食器を使用 して いたが,給 食献立の多様化,米 飯給食の週二回実施,メ ラ ミ

ン製食器の発がん性 問題 などで,PTAか ら食器改善の要請があ った。 その要請を受 けて,荒 川

区教育委員会 は有田や美濃な どの窯業産地を視察 し,シ ンプルなデザイ ン,強 度,耐 熱性な どが

決め手 とな って,都 内で初めて有田焼給食用食器を全面的に導入す る運 びとな った。その後,有

田焼給食用食器 は好評を得て,教 師や父母か ら 「割れ物のために扱いが慎重 にな り,食 事マナー

も向上 した」 と歓迎 された(「 大有 田焼だ より」第24号)。
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有田焼給食用食器の普及率は80%に 達 しており,現 在でも有田焼の食器が積極的に使用さ

れている。

次に,大 有田焼は,有 田焼のデザイン高度化を図るたあ 「デザイン高度化開発事業」

(パッケージ・ホームパーティー用食器)を 開始 した。昭和60年 度に通産省主催の 「地場

産業デザイン高度化特定事業」⑮の採択を受けて,大 有田焼は開発委員会の下にデザイン開

発研究会を設置 した。本研究会は,通 産省交付の補助金(402万2千 円,う ち佐賀県補助

金240万 円)を 使用 して,パ ッケージデザインとホームパーティー用食器群の システムデ

ザインの開発をテーマとし,共 同研究に取 り組んだ。本研究会は,テ ーマ別にパ ッケージ

デザイン部会(会 長:本 土武夫 ・一心堂社長)と システムデザイン部会(会 長:森 田茂文 ・

岩徳窯専務)に 分けられ,前 者は商品性を高めるパ ッケージの開発に従事 し,後 者は和食

器中心の現状を見直 し,生 活のファッション化,ニ ーズの多様化,洋 風化に応用できるよ

うな家庭用及びホテルのパーティー用食器の開発を進め,有 田焼の販売拡大を目指 した。

1985年9月 のデザイン開発研究会設立以降,各 研究部会ではデパー トや専門店で市場調

査,そ れに基づ く基本計画の策定,パ イロットデザインの試作の開発に取 り組んだ。各研

究部会は,会 員の持つ問題意識や情報を共有するに留まらず,企 画力洒養の場としても機

能 した。翌年4月 には各部会の開発成果発表が大有田焼会館で開催 され,ユ ーザーから

「生の声」を聞 くことによって,実 用化に向けた取 り組みが促進 された。パッケージデザ

イン部会では,窯 元や商社からの注文に応 じて焼物包装を納入 してきた木箱 ・紙箱業者が,

本事業への参加を機に,商 品性を高める包装デザインの企画 ・開発に関わる機会を得た。

宮本慧子 ・九州産業大学助教授とデザイナーである古賀唯夫 ・九州芸術工科助教授の指導

を仰ぎなが ら,ラ イフスタイルの変化やそれに基づ くニーズの多様化に対応 した木箱 ・紙

箱の開発へと意欲的に取 り組んだ。

システムデザイン部会では,お もに,佐 賀県陶磁器工業協同組合青年部のメンバーで有

田窯焼の後継者を中心に結成された有田陶交会のメンバー⑯が開発段階で係わった。客層

の絞 りこみや絞 り込んだ客層のニーズの分析をふまえて,当 時はコンピュータグラフィッ

クではなく,紙 を使った食器デザインを行うことによって,企 画から製作までの開発過程

を経験することができた。その間,デ ザインのノウハウを習得するために有田のみならず

⑮ 本事業の活動 と成果 の詳細 については,「 大有 田焼 だよ り」第13号,第14号,第19号,お よび

大有 田焼振興協 同組合(1986),宮 本慧子 「佐賀県有 田地 区にお けるパ ッケージデザイ ン開発研

究」(『九州産業大学芸術学部研究報告」第18巻 第1号,1987年)を 参照。

⑯ 開発 に参加 した主な窯元は次の とお りであ る。 しん窯,岩 徳窯,ヤ マ トク,畢 山,観 山,天 狗

谷窯,貞 山窯,福 寿窯な ど(「大有 田焼だ より」第13号)。
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洋食器分野の先端地域であった名古屋か ら数多 くの専門家を講師に招いた。とりわけ,当

時の有田の事業活動やデザインを含めた商品開発に対 して非常に斬新な提言を行っていた

デザイナーの森正洋氏は,当 時和食器で潤っていた窯焼 レベルでの意識改革において多大

なる影響を与えた。

その結果,割 烹食器を始めとする高級和食器の生産を得意とした有田窯業界は,さ らに

事業の多角化を推進することにより,時 代変化にともなうリスクにも備えることができた。

その一方で,わ が国随一の洋食器産地であった中京地区は,事 業多角化などの リスク分散

を十分に行わなかったこともあり,1980年 代以降進展 した円高による市場競争力の低下を

通 じて,昨 今では産地 としての機能を喪失 しつつある。その意味において,大 有田焼の

リーダー達は,「既存の焼物を作れば売れる」 という現状を自明視 し,か つ戦時 ・戦後の

不況期を経験 して来なかった当時の若手経営者や窯元経営者に対 して危機感を与え,将 来

に備えた新分野開拓の機運を高めることに成功 したといえよう。すなわち,彼 らは有田窯

業産地の知識集約化を通 じて,若 い組合員に対 して時代に対応 したものづ くりへとシフ ト

するための機会を積極的に提供 したのである。

2需 要 開 拓 事 業

上記の新商品開発の動きは,販 売面での情報収集によっても補完され,流 通と開発があ

いまって,都 市部での需要に対応 した製品開発の動きへとつながった。有田焼の市場は都

市部を中心に全国各地へと広がっていたが,と りわけ首都圏への一極集中の動きが進むな

かで,東 京を中心とした市場開発の取 り組みが本格的に議論 され始めた。戦後の有田では,

生産量の約半数が九州地方を中心とした市場で流通 していたが,割 烹食器や日用食器の都

市部における需要が拡大する中で,消 費地問屋や百貨店を通 じた卸売が重要な地位を占め

るようになった。地方の旅館や料亭への割烹食器に加えて,都 市部のホテルや料亭向けに

用いられる業務用食器,さ らには家庭で使われる高級和食器へと有田焼の需要はさらに拡

大を続けた。とりわけ東京で有田の作家や窯元の作品 ・食器類を売 り込むべ く実施された

京王プラザホテルにおける 「大有田ぷ らざ市」などに焦点を当て,都 市向け割烹食器 ・ホ

テル向け和食器の開発について考察を進める。

(1)大 有田プラザ市の開催

有田の窯元が一体となった販路開拓への取 り組みとして 「大有田プラザ市」(以下 プラ
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ザ市と略す)が 毎年開催されてきた。この事業は京王プラザホテル(東 京 ・新宿)の 全面

協力のもと,1982年 か ら今日まで継続 して行われているイベ ントであり,当 初開業間もな

い京王プラザ側の大有田焼に対する積極的な働きが奏功 した形で⑰実現の運びとなった。

その背景として,京 王プラザホテルは,当 時閑散期⑱であったお盆時期の集客対策が必要

とされていたこと,そ して,そ の当時,新 宿の副都心の各所で,岐 阜,美 濃,京 都などの

陶磁器産地による展示会が開催されていたことなどが挙げられる。

プラザ市の意義は,陶 磁器の販売にその主眼を置 く従来の形態を取るのではな く,も の

づ くりの前に窯元が企画を出し合って展示内容を決めるところにある。つまり,窯 元が市

場に直接触れなが ら,焼 き物のコンセプ トを練 り上げていくプロセスを学ぶ場として機能

している。とりわけ,有 田陶交会が主導的な役割を果たしてきた。その意味において,こ

の事業は商品開発と人材育成の両側面を持ち合わせていた。その当時,商 社は窯元が商社

を通さず百貨店などで展示会を開催することを許さなかったが,プ ラザ市は研究会の事業

であり,窯 元単独による直接販売が目的ではな く,市 場の声を直に聞 くことがその目的で

ある旨を大有田焼が説得 し,商 社側か らその了承を得た点に特徴があった。つまり,大 有

田焼が商社の了解を得て,窯 元が参加する形での展示会を開催することを積極的に推進 し,

商社サイ ドか らの批判があった場合にも,そ の矢面に立つことで会員相互の紛争を回避で

きたのである⑲。

プラザ市での最初の取 り組みは,当 時宴会の主流にな りつつあったビュッフェ方式に対

応する宴会用食器の開発であった。当時の有田は懐石用食器を供給 していたことから,懐

石か ら立食パーティへの移行に向けた方向が模索された。例えば,器 を高い台に置いてき

れいに飾 りつける視覚的な仕掛けを考案する際に,ホ テルのシェフを招き,ホ テルの現場

における特徴に応 じた食器の用途と使い方に関する指導を受けながら,1年 間かけてその

年の展示テーマに基づいた食器開発プロセスを企画書という形で表現 していくのである。

⑰ 京王 プラザ ホテルの奥 田勝利氏(ホ テル事業支配人 ・当時)ら が当時大有 田焼で流通委員長を

務めていた深川正氏を訪ね,大 有田 プラザ市構想を提示 した。 この構想を受 け入れた深川氏 は大

有田焼に持 ち帰 り,京 王 プラザ ホテルの全面的な協力を得て,大 有田 プラザ市を実施す る運び と

な った。

㈹ その後,東 京デ ィズニー ラン ドの開業 によって,閑 散期が一転 して繁忙期 とな った。

⑲ 当時大有 田焼の理事長であ った山 口秀市氏が社長を務めたヤマ ト陶磁器は窯元を出 自としてお

り,商 社で あ りなが ら窯元の考え方や視点 も持 ち合わせていた ことが大 きか った と考え られ る。

その当時,製 販一貫体制を とる香蘭社,深 川製磁,岩 尾磁器 とい った リーデ ィングカ ンパニー と

有田の名門窯元であ る柿右衛門,今 右衛門,源 右衛門を除 けば,商 社が窯元を使 って独 自ブラン

ドの商品を開発 ・販売す ることはあ りえて も,逆 に窯元が 自社 ブラン ドを展示会や直接市場を通

して流通 させ ることは容認 されなか ったのであ る。当時 は,春 や秋に毎年開催 され る有田陶器市

もまた然 りであ り,窯 焼が 出品す るので はな く,商 社 が在庫 を一掃す る場 と して利用 されて いた。
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有田陶交会は,毎 月定例会議を開催 し,展 示会に出品する新作オ リジナル食器の開発を進

めていった。プラザ市は当初陶器市のイメージで行っていたが,ホ テル内では文化催事扱

いとなるので,有 田陶芸協会会員による展示会を行うほか,知 識人や文化人を招いたシン

ポジウムやオープニ ングパーティを開催 した。大有田焼に所属する窯元⑳や作家が積極的

に参加 し,1988年 にはホテルの レス トラン担当者と共同で,格 調高い文様を基調としたオ

リジナル洋食器を開発 している。加えて,ホ テルの地下通路にあたるプラザナー ドでは,

最大30店 舗が出店 したオークションや,有 田商社によるミニ陶器市を開催 した。

(2)大 有田焼展の役割

次に,大 有田焼の副理事長であり,か つ流通委員長であった深川正氏の人脈を積極的に

活か して,三 越や高島屋をはじめとする大手百貨店での有田焼展示会を頻繁に開催 した。

これにより,産 地商社の参加が容易とな り,産 地が一体となって百貨店での商業活動の促

進が可能となった。その際に,大 有田焼はマスコミを通 じた広報活動を積極的に展開する

とともに,消 費地商社の参加スペースを提供す るなどして,消 費地商社 との利害調整 も

行った。

さらに深川氏のイニシアチブによって海外へと進出し,1981年 にはニューヨークやパ リ

で大有田焼展を開催することで海外での有田焼展示会を実現 し,盛 況を得た。深川氏は,

陶芸実演による需要開拓と品質啓発にも努め,自 社(香 蘭社)の 職人をパ リに派遣させる

とともに,有 田の名工であった作家の井上萬二氏にも弟子をニューヨークで実演させるよ

う要請 した。こうした内外での展示会は有田焼消費者の動向を探る上での起点とな り,大

有田焼ではアンケー ト調査の分析結果を公表 し各組合員に対 して事業によるフィー ドバ ッ

クを促 した。その他,1984年 に大有田焼は新流通市場の開拓と産地の活性化を目指 し,全

国約4,200組合からなる農協のネットワークを通 じて,ギ フ ト・記念品等の商品提供を基本

とした販売促進事業⑫1)を開始 した。1986年 には,各 商社が取 り扱う商品以外にも,産 地で

取 り扱われる数多 くの有田焼を網羅 した商品カタログを作成 してほしいという希望が農協

担当者か ら殺到 したこともあり,有 田焼の歴史紹介や有田の地図などを掲載 した商品カタ

⑳ 本 グル ープは主 に有 田陶交会の有志27社 か ら成 り,共 同研 鎖 して食器 を開発 した(「大 有田焼

だ より」第13号)。

⑳1984年4月 に大有 田焼会館で全国農協ネ ッ ト販売促進協議会の発足総会が開催 され,会 長 には

有田焼直売協同組合の牟 田穣理事長が選 出された ほか,副 会長2名,運 営委員に各組合お よび有

田町農協の代表17名,監 事2名,顧 問8名 の役員が決定 し,大 有 田焼 に事務局が置かれた。昭和

59年 度の予算 は400万 円を計上 し,事 業登録を希望す る組合員商社 は70を 超えた(「 大有田焼だ よ

り」第9号,3頁)。
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表2大 有田焼振興協同組合の役員(昭 和54～63年 度)

年 理事長 副理事長

昭 和54(1979)年 杉本 覚二 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・山口 秀市 ・山本 義幸

昭 和55(1980)年 杉本 覚二 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・山口 秀市 ・山本 義幸

昭 和56(1981)年 杉本 覚二 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・山口 秀市 ・山本 義幸

昭 和57(1982)年 山口 秀市 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣 ・山本 義幸

昭 和58(1983)年 山口 秀市 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣 ・山本 義幸

昭 和59(1984)年 山口 秀市 金 ヶ江繁男 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣 ・山本 義幸

昭 和60(1985)年 山口 秀市 金 ヶ江繁男 ・篠原 文雄 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣

昭 和61(1986)年 岩永 浩美 金 ヶ江繁男 ・篠原 文雄 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣

昭 和62(1987)年 岩永 浩美 金 ヶ江繁男 ・篠原 文雄 ・中島 政 司 ・深川 正 ・牟 田 穣

昭 和63(1988)年 岩永 浩美 篠原 文雄 ・中島 政 司 ・牟 田 穣

(注)筒 井孝司作成資料。

ログを農協ルー トで配布 した。

プラザ市や百貨店での展示会では,家 庭向け割烹食器の開発とそれらの販路開拓が目指

された。1970年 代の古伊万里ブームによる有田焼の評価を受けて,そ れまで高級料亭を対

象とした業務用割烹食器を家庭でも楽 しめる食器へと転換 したのである。家庭用食器の販

売方法は,大 きな百貨店などを通 じて広めていき,ホ テルで行うときは広いスペース使っ

て新作割烹食器展を行い,ホ テルに入居 している高級料亭の協力の もと新作割烹食器を

使って実際に料理を試食 してもらう体験型の展示会を行った。その後,ホ テルでの展示方

法を百貨店(三 越,高 島屋など)が 導入するようにな り,百 貨店は展示スペースに限 りが

ある為,客 層を絞 らざるを得ず,百 貨店のバイヤーが抽出したものを展示する形をとった。

その一方でホテルの展示会では,百 貨店ではできないイベン ト(例 えば雑誌やテレビなど

マスコミへの積極的な露出や有名タレン トの起用による食器の説明など)を 展開 した。そ

うした中,中 小窯元の製造技術が格段に進歩 した。とりわけ,パ リやニューヨークの展示

会での出品となれば,窯 焼の技術力向上に対する意識が強 くなった。それらの新 しい販路

の開拓に成功するためには,食 器の精度を高めることが必要とな り,生 地の含水量を下げ

る際に使用されるローラーマシーンに適 した配合陶土の開発が必要とされた。

(3)海 外 販 路 開 拓 促 進 事 業

海 外 に 向 け た販 路 開 拓 へ の 取 り組 み と して,1982年10月 に米 国 フ ロ リダ州 オ ー ラ ン ド市

の ウ ォル ト ・デ ィ ズニ ー ワー ル ドにて,ワ ー ル ドシ ョー ケー ス 日本 館 が 開 業 した こ とを 機
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に開始された。このワール ドショーケースは,世 界各国の習慣 ・伝統 ・歴史などの文化の

紹介ならびに商品販売を行うことを目的とした恒久的な国際博覧会場であり,開 業当時の

参加国は日本を含めて10力 国であった。深川氏が日本館の商品仕入れを担当する三越と懇

意の関係にあったことか ら,日 本館では有田焼が主な商品として陳列 された。開業 に先

立ってワール ドショーケース特別研修制度が新設された際に,有 田から㈲篠原商店(現 丸

文)篠 原賢治氏を研修生 として1年 間現地に派遣 した⑳。 篠原氏は,現 地での有田焼の宣

伝や販売活動を通 じて,米 国の消費動向を探る役割を果たした。

その後,海 外輸出向け事業 として,大 有田焼は1985～86年 に日本貿易振興会(ジ ェトロ)

の商業展示事業を利用 して,「 ロサ ンゼルス有田焼展示会」を開催 した。 この事業は,当

時現地と代理店契約を結んでいた香蘭社やヤマ ト陶磁器を経由せずに,大 有田焼が独自に

企画 して行った展示会㈱であり,基 本的には買い付け人(バ イヤー)を 対象としていた。

当時の有田焼生産地は和食器が中心であり,主 要輸出品は中近東向けの工業用品(タ イル

や碍子など)で あった。海外輸出額は8億9,830万 円(昭 和59年 度)で あり,売 上比率から

見れば全体の2%に 過ぎなかった。また,美 術工芸品だけ挙げるとその割合はわずかな状

況で(1%未 満),柿 右衛門窯など高額の作家作品が1個 単位で売 られている状況であっ

た。換言すると,有 田焼生産地は国内市場だけで事業が十分に成立 していたといえる。

海外市場が全 く未開拓であった有田では,「 地場産業等小規模展示事業」 として有田焼

の展示を始めとして,ろ くろや絵付などの実演を行 うことで,米 国への販路を開拓すべく,

流通関係者に向けて有田焼の文化的特性や機能性に優れた製品を継続的に紹介 した。 しか

し,当 時は日米貿易摩擦やそれに起因 した円高による厳 しい状況 に置かれていたことも

あって,端 的には米国バイヤーとの商談には結びつかなかった。その他の原因として,ア

メリカの生活様式や住宅事情に関する情報の不足⑳,高 い価格設定,マ スコミへの働きか

⑳ 篠原氏の派遣費用の一部を大有田焼が負担 し,篠 原氏 は 「大有 田焼だ より」紙面にて数回 にわ

た って現地報告を行 ってい る(「大有田焼だ より」第4号 ～第8号)。 また,1982年4月 に大有田

焼専務理事の中村招平氏 は,篠 原文雄氏(篠 原商店社長)と ともに産地代表 として現地を訪れ,

視察調査を行 った。詳細 については,「 大有田焼だ より」第7号 を参照。

⑬ 展示品の送料 は大有田焼 とジェ トロが負担 し,諸 経費(旅 費や展示)は 参加会員の負担 とな っ

てい る。 深川正氏(香 蘭社)を 団長 に,永 石孝之氏(香 蘭社 ・第二 営業部),篠 原 賢治 氏(篠 原

商店貿易部),蒲 池孝典氏(賞 美堂本店常務),江 口実氏(陶 元社長),深 海孝 氏(深 海 三龍堂販

売促進部),山 口雅 巳氏(ヤ マ ト陶磁 器販 売部長),筒 井孝司氏(大 有 田焼振興協 同組合総務),

長友薫徳氏(し ん窯商品企画室)の 九氏が渡米 した(「 大有田焼だ より」第15号)。

⑳ 日本の ように何気ない場所 にさりげな く物を置いて楽 しむので はな く,広 い空間で 目立たな け

ればな らず,そ の点 日本で考え る花瓶や置物類は小 さす ぎて アクセ ン トにな らない。 ビバ リー ヒ

ルズのパ シフィックデザイ ンセ ンターの各 シ ョールームでは,陶 磁器 に限 らず置物が他を圧倒す

るほどの大 きさであ った(「 大有田焼だ より」第16号)。
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けの不足,そ して開催地の選定㈱などの問題が指摘された。それまで有田焼の大半は名古

屋の輸出業者の手を経て市場に供給されており,米 国市場に関する情報が有田に不足 して

いたことは否めなかった。ロサンゼルスでの2回 の展示経験をふまえ,長 期展望に立って

商品を絞込み,信 用に裏付けられた高級品市場に進出し,独 自に有田焼ブラン ドを創造す

ることが必要であるとの認識を持つに至った。

3人 材 育 成 事 業

大有田焼の人材養成事業の内容は,実 技研修,デ ザイン研修,事 務系職員研修,管 理者

向け研修,講 演 ・シンポジウムなど多岐にわたる。実技やデザイン研究は,有 田焼生産地

の課題でもあった和食器か ら洋食器への移行や,商 品の高品位化に向けた取 り組みに対応

していた。実技研修会では,お もに,配 合陶土を使用 した洋皿成形を中心としたローラー

マシンによる成形技術研修,伝 統工芸士を招いた上絵付技法実技研修,鉛 害防止のための

絵具の調合や加飾法に関する研修等が実施され,デ ザイン研修会では,洋 食器を志向 した

形式や ピースなどについての研修会,料 亭経営者による 「料理と器の研修」⑳,企 業個別デ

ザイン指導や 「有田焼の洋風志向とデザイン」をテーマとしたディスカッションなどが行

われた。そして,経 営管理者を対象とした経営管理講習会(表3参 照)や セールスエンジ

ニア研修,事 務系職員に対 しては,ビ ジネスマナー研修会が行われ,お 客様対応の方法,

電話のマナー,ビ ジネスマナー(礼 儀作法),言 葉づかいなどの指導が行われた。 また,

講演会やシンポジウムでは,倉 部行雄氏(中 小企業事業団理事)や 下平尾勲氏(福 島大学

教授)を 招いて,陶 磁器市場の動向や有田焼産地の課題など,各 組合員の今後の事業活動

に向けた有益な示唆を得る機会を得た。

継続事業においては,1983年 か らの3力 年事業として,中 小企業庁主催による 「中小企

業集団育成事業」⑳を行っている。本事業は,組 合員の相互協力により経営の安定と働 く従

業員の経済的 ・社会的地位の向上を図 り,組 合員企業の発展と労使関係の安定に寄与する

㈲ ロサ ンゼル スで展示会を2回 開催 したが,展 示会を行 う場所 として不向 きであ るとの意見が関

係者か ら数多 く寄せ られた。 ロサ ンゼル スは,西 部最大の都市で はあ るが,気 候的には年中温暖

で四季の変化 に乏 しく,フ ラッ ト地形であ ることか ら,焼 物を受 け入れ る風土 と文化を持 ち合わ

せて いるとは言 えず,シ カ ゴやニ ュー ヨー クでの開催 が適切 とい う意見が 出された(「大 有田焼

だ より」第16号)。

⑦③ 窯元で はな く調理や盛 り付 けを行 うユーザー側の視点か ら,料 理が映え る食器の形状,デ ザイ

ン,色 合い につ いての講義が行われ,料 理 とバ ランスの とれた食器につ いての理解を深め る機会

を提供 した(「 大有 田焼だ より」第7号,6頁)。

⑳ 「大有田焼だ より」第8号,5頁 。
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表3人 材養成講座の内容(1982年)

研修テーマ名 講 師 名

セールスエ ンジニア

研修会

陶磁器の歴史
広尾 甫氏
(元佐賀県窯業試験場場長)

陶磁器業界の現状と問題点 久富桃太郎氏(佐 賀銀行事業部長)

日本経済の動 きと中小企業

者の立場

徳間 養平氏
(野村証券福岡支店次長)

流通消費構造の変化 に伴 う

セール スマ ンのあ り方

赤間 勝氏

(日本マネ ジメン ト協会理事)

これか らの有田焼の志向
西 義一氏

(そ ごう関西営業統括室第八商品部課長)

経営管理講習会

販売管理講座 赤間 勝氏

(日本マネ ジメン ト協会理事)労務人事管理講座

財務計数管理講座
三溝 政春氏

(日本マネ ジメン ト協会指導部長)

〔出 所 〕 「大 有 田焼 だ よ り」 第3号,3頁 。

ことを目的とし,技 術修得,職 業訓練研修会,労 働問題講習会等の開催や福祉活動の実施

を行うなど,人 材養成事業の拡充に大きな役割を果たした。さらに,1985年 には,全 国陶

磁器試験機関作品展を通 じて全国的な商品開発の流れや商品開発力を養成する事業へと参

加 した。作品展として全国20の 試験研究機関が参加することにより,「くらしとやきもの」

をテーマとする食器 ・食卓用品 ・インテリア用品を中心とした展示会を有田町の九州陶磁

文化館で開催 し,業 界と研究機関との積極的な交流を図ることができた。

4そ の 他 の事 業

大有田焼は,同 時に有田焼ブラン ドの発信とそれ らに関連する事業にも積極的に参加 し

た。昭和62年 には,佐 世保市に位置する株式会社長崎オランダ村の発注を受けて,ポ ルセ

レンミュージアムの 「磁器の間」で展示する有田焼の製作が行われた㈱。磁器の間は,旧

西独 ・ベル リン市のシャルロッテンブルグ宮殿を再現 したものである。大有田焼は,各 窯

元に協力を求めて,わ ずか三カ月未満という短期間で,し かも採算を度外視 して製作に取

り組んだ。磁器の間は三千点の有田焼で埋まり,な かでも深川製磁が納入 した大つぼの4

点は,シ ャルロッテンブルグ宮殿にある中国明時代の 「染付大蓋付きつぼ」の複製で,大

きさは高さ1メ ー トル胴径46セ ンチにも及ぶ大作であった。岩永浩美 ・大有田焼理事長は,

⑳ 大有田焼を通 じて,次 に挙げ る窯元 と商社が事業 に参加 した。今右衛門窯,香 蘭社,柿 右衛門

窯,源 右衛門窯,岩 尾対 山窯,深 川製磁,親 和陶磁器,陶 芸いわ徳,し ん窯,ヤ マ トク,江 頭製

陶,金 ヶ江製 陶,有 田物産,観 山製 陶,徳 永製陶,福 珠 陶苑,原 重製陶,天 狗谷窯,賞 美堂本店,

篠原商店,ヤ マ ト陶磁器。
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当時として 「現代の有田の技術を総結集 したもので有田焼窯元の底力を発揮 した」と本事

業の総括を行っている働。有田を含めた長崎 ・佐賀地域における観光事業において,ハ ウ

ステンボスやポーセ リンパークの建設事業へと続 く一連の動きとして,大 有田焼が早い段

階で関わった有田焼業者による共同事業の一つとなった。

次に,大 有田焼は,地 域産業の活性化事業対策として,組 合の情報化(オ ンライン化)

を通 じた事務の合理化,効 率化の実現を企図する取 り組みを開始 した⑳。当時の中小企業

のコンピュータ利用率な らびにオンライン化は,そ れぞれ38%,6%で あり,大 企業(そ

れぞれ83%,43%)の 後塵を拝 していた。情報化の立ち遅れは生産性の企業間格差の拡大

の要因ともなり得ることから,中 小企業庁は中小企業の情報化を促進するニューメディア ・

コーポラティブ構想を掲げたのである。このニューメディア ・コーポラティブ構想には全

国二十五ケ所の協同組合が名乗 りをあげ,そ のうち有田を含めた十箇所が中小企業庁の指

定を受けた。

初年度の予算は700万 円(国 と県それぞれ350万 円交付)を 計上 した。昭和61年 度以降,

3力 年の継続事業とな り,初 年度では組合員の情報ネ ットワーク化についての問題意識を

高めるために各組合単位での勉強会を開催 し,中 間年度と最終年度でシステム設計の開発

を目指 した。この情報ネ ットワーク化は,有 田焼産地の中枢部門たる大有田焼傘下の各単

位組合をコンピュータ回線で結び,情 報ネ ットワークを活用 した受発注事務,決 済,売 上

登録をはじめ,在 庫商品のデータがひと目でわかるよう事務合理化と効率化を図 り,さ ら

には中小企業の共同化と組織化を通 じた産地における組合の活性化を企図 したものであっ

た。

5組 織 のマネ ジメ ン ト

大有田焼設立前の有田では,と りわけ1970年 代以降有田町長の青木類次氏,佐 賀県県会

議員の岩永浩美氏,有 田の リーディングカンパニーである香蘭社社長の深川正氏,有 田産

業界を代表する有田商工会議所会頭の岩尾新一氏が業界の中心的役割を担い,有 田という

窯業産地の発展に力を尽 くした。岩尾氏は,大 有田焼の前身にあたる大有田焼振興会がま

だ商工会議所の任意団体であった頃に,産 地一一体となった大有田焼構想を発表 し各所に協

⑦9「 大有田焼だ より」第18号 を参照。

㊨① 「大有田焼だ より」第15号 。
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力をもとめ,そ れが結実 した形で,大 有田焼振興協同組合設立と相成った。大有田焼最初

の1年 は,オ イルショック直後の1979年 に成立 した産地振興法の指定に向けた取 り組みに

費やされた。主に佐賀県や有田町の指導を仰ぎなが ら,大 有田焼を通 じた有田町の産業政

策に関するビジョンと振興計画を作成 した。その過程で,当 時有田町の産業課長や青木町

長が中心となって有田町のマスタープラン㊤1)に大有田焼会館の構想を挿入 し,そ の詳細を

詰める作業を行った。そして,一 一連の作業の総括は下平尾勲 ・福島大学教授が行い,補 助

金申請の裏づけとなる書類や資料の準備と作成を支援 した。その結果,有 田が首尾よく産

地振興法の特定業種第1号 に指定され,大 有田焼は設備整備の形で大有田焼会館建設資金

を確保することができたのである。

大有田焼は,窯 元と商社だけではな くこれを支える様々な業種を包摂することによって

はじめて産地としての体をなすという強い認識のもと,産 地全体としての意思決定を行え

る仕組みを構築 した。業種別組合とは異な り,全 業種か ら集結する形をとった大有田焼は

業種間の相反する利益を超越 した産地全体の利益を明確にし,有 田焼という陶磁器産業の

発展に尽力するという重要な役割を担っていた。大有田焼では個々の会員が利益を享受で

きる仕組みを継続するための環境を創造 し,意 見を具申する権利をすべての組合の構成員

に付与 した。全業種(陶 土業者から商社まで)か ら1名 ずつ理事 として送 り出す ことに

よって,各 組合の理事長が大有田焼の理事勧とな り,理 事会は50名前後の大世帯でありな

が らも,産 地としての一体感を醸成 しなが らその方向性を模索 していった。全業種が参加

したこともあって大有田焼の会員数は年々増加 し,10年 に満たないうちに会員数が500名

以上に達 した。会員は大有田焼での活動を通 して,人 脈を築き,必 要な知識を蓄積 して

いった。

大有田焼参加の誘因は会員によって事情は異なるが,と りわけ,窯 元やメーカー,そ し

て関連業者のそれはとりわけ高かったように思われる。産地や消費地の商社と卸売商を経

て百貨店や小売店に向かう流通経路に依存 していた窯元は,配 合陶土といった技術面だけ

ではな くマーケティングなどの商品開発や販路開拓の面で大きな期待を寄せていた。同様

に,窯 元や商社か ら注文が来て始めて事業が成立する関連業者(箱 屋や絵具屋など)は,

大有田焼に参加することによって産地の一員として認められ,さ らに大有田焼の中では一

⑳ マ スター プランのハー ドの部分は,地 元の コンサルテ ィング会社であ るアルセ ッ ド建築研究所

の三井所清典氏が担当 し,マ スター プランに含まれてい る建造物(有 田町歴史民俗資料館,九 州

陶磁文化館,有 田窯業大学校,大 有 田焼会館)の 設計を行 った。

働 理事は必ず一役以上担 うことを原則 としてお り,例 えば,開 発委員長 には窯元の代表,流 通委

員長 には商社の代表がそれぞれ就任す ることが多か った。また,そ れぞれの組合の理事長は大有

田焼理事長の もとで副理事長を務めた。
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表4大 有田焼振興協同組合の組合員数,出 資口数,職 員数

年 度 昭和54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年 62年 63年

組合員数 367 400 425 427 436 446 464 500 506 518

出資 口数 15,900 16,940 17,970 18,070 18,360 18,750 19,350 20,310 20,510 20,900

事 務 局
職 員 数

2 2 3 3 3 3 3 3 4 5

(注)筒 井孝司作成資料。

理事として業界の利益を代弁できるようになったため,大 有田焼に対する期待も大きかっ

たようである。その一方で,香 蘭社や深川製磁などの製販一貫体制をとるメーカーや一部

の有力窯元にとって大有田焼か ら享受できるメリットは必ず しも大きくはなかったが 「有

田があるか らこそ自分たちがある」という原点意識が非常に強 く,各 所(例 えば,百 貨店

との窓口や陶芸協会とのパイプ役など)で 製販完結企業が重要な役割を果た し,一 組合員

として高い出資金や賦課金を拠出してきた。

大有田焼内部の組織は,産 地の機能別に構成される委員会(製 造業と産地販売業)と 専

門委員会(開 発,流 通,総 務など)と に大別され,機 能別委員会の下部に業種ごとに構成

される部会や委員会が組織 された㈱。 産地の機能全体に係る事項は機能別委員会で議論さ

れ,業 種内の利益調整や総意形成は部会で行われた。そして,産 地全体あるいは複数の業

種に共通する事項については,内 容に応 じて個別の事業として各専門委員会で審議された

のである。時代の要請に従って,そ の都度各専門委員会の下部組織(ニ ューセラ研究会や

デザイン開発研究会など)が 発足 し,ま た,理 事を務めていた柿右衛門や今右衛門が交互

に陶芸協会の会長を務めていた関係で,佐 賀県陶芸協会剛との連携も行われた。

大有田焼は,窯 業産業に携わる全業種を包摂 したネ ットワーク組織であったため,補 助

金の受け皿 として便利な存在であった。佐賀県や有田町が大有田焼に補助金を注入すれば,

大有田焼が必要に応 じて商社や窯元などに資金を提供 したのである。個々に研究開発資金

を申請する会員も存在 したが,大 有田焼には全業種の大手企業がすべて加入 していること

もあって,比 較的容易に補助金の交付を受けることができた。昭和54年 に施設整備という

形として大有田焼会館建設に補助金が交付されたのを皮切 りに,産 地全体を包摂する事業

⑬ 関連の組合 として錦付業は,か つて商人が錦付職人 に赤絵付を依頼 していた こともあ ったが,

それ と同時 に窯元 も錦付業に絵付を依頼す るな ど,製 造 ・販売両機能 に跨 ってい ることか ら,中

間的な位置づ けと して両機能の下 に置かれた。

⑳ 佐賀県内 にお ける有田の作家の数が急増 した ことにより,1984年 に陶芸協会の拠点を有田町へ

移 した。
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を施行する意味合いのもと,国 をはじめ県や町それぞれの議会の中でも大有田焼への補助

金交付が承認されていった。補助金申請は大有田焼事務局が常時担当 し,行 政から提示さ

れた補助金メニューをニーズに応 じて選択 し,申 請を行った。

大有田焼の収入は,主 に賦課金,事 業収入,補 助金収入などから成った。賦課金は,会

員数が約500社 ということで,毎 年ほぼ1,000万 円以上の収入(会 費徴収)を 得ることがで

きた。大有田焼では組合員個々の収益状況に応 じて賦課金を査定 し,1万8,000～30万 円ま

での範囲内で組合員か ら賦課金を徴収 していた。また,自 主事業は,初 年度こそ計上され

なかったが,表5に み られるように年次をおって順調に推移 し,賦 課金とともに安定 した

収入源となっていた。さらに補助金収入として,年 度によって上下するものの,少 な くと

も2,000万円程度を常時確保することができた。

図1大 有田焼振興協同組合の組織図

(注)筒 井孝司作成資料。
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表5大 有田焼振興協同組合 事業収入 の推移 (単位 ・千 円)

年 度 昭和54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年 62年 63年

収入の部 (内訳)

1事業収入 0 1,110 4,101 4,961 6β64 11,070 12269 25,107 25,288 26,595

イ.手 数料 0 1,110 909 1β53 2β07 6,407 7,243 2α969 18,713 21,980

斡旋 ・委託 1,110 909 1,853 2,807 6,407 6,743 15,969 12,713 13,980

納品 500 2,000 3,000 4,500

高速道路別納 3,000 3,000 3,500

ロ.ネ ットワーク利用料

ハ.会 場使用料 3,192 3,108 3,557 4,663 5,026 4,138 6,575 4,615

2賦 課金収入 10,206 10,446 10,718 9,102 9,139 10,213 14,270 14735 14,969 15,121

3補 助金収入 25,500 48,044 37,601 25,111 27,034 28,772 24,237 34,039 19,534 21,970

県補助金 6,500 10,000 10,000 3,784 5,500 1,400 6,787 8,200 235 4,060

中央会補助金 230 202

町補助金(事 業費) 9,000 17,766 15,536 14,651 11,319 12,016 9,777 9,000 9,000 7,038

(施設整備) 10,000 20,278 12,065 6,676 7,773 15β56 6,557 15,927 10,069 10,670

他町補助金 2,442 1,116 912

4負 担金収入 3,943 1,714 4,911 2,707 2,618 9,629 7β07 120 3,402

5事 業外収入 293 5,576 6β83 3270 2,029 2,082 3,643 2265 1,656 2,656

受取利息 180 692 526 416 811 857 873 844 768 430

雑収入 113 4β84 5,857 2,854 1,218 1,225 2,770 1,421 888 2,226

収入合計 35,999 69,119 60,517 47β55 47,273 54,755 64,048 83,453 61,567 69,744

(注)筒 井孝司作成資料。

大有田焼は有田生産地の製造,卸 売,直 売をはじめとする製造 ・販売それぞれの職能別

組合によって構成される有田焼生産地のネ ットワーク組織㈲であり,理 事長の選任におい

ては,組 合間(と りわけ,窯 元一商社間)の 調整が必要とされた。設立当初は,製 造部門

の代表であった佐賀県陶磁器工業協同組合の中島政司氏,そ して商社部門の代表であった

肥前陶磁器商工協同組合の山口秀市氏が理事とな り,製 造(窯 元)と 卸(商 社)間 の政治

的対立を回避するという意図も作用 したため,発 足当初は組合代表者のうち長老株であっ

た有田焼直売組合の杉本覚二氏が大有田焼初代理事長に推挙された。

結成後大有田焼が有田焼の需要開拓に力を注 ぐようにな り,商 品開発はもとより,消 費

地における流通ルー トを確保する必要性が生 じた。1970年 代には香蘭社が中心となって三

越などの大手百貨店で有田焼の展示会を実施 していたが,各 組合で強い影響力を維持 した

ヤマ ト陶磁器が商社ルー トを提供 していたことか ら,表6に みられるように,ヤ マ ト陶磁

器社長の山口秀市氏が1981年 に大有田焼の2代 目理事長となった。山口氏は,大 有田焼以

㈲ 大有田焼 は,最 初の発足母体 とな った4組 合を中心 に構成 されてい るが,周 辺地域であ る伊万

里,吉 田,波 佐見(長 崎県)の 業者や陶土を提供す る天草(熊 本県)の 業者 も組合員 として参加

して いる。

-253(1379)一



第59巻 第3号

表6主 要4団 体の代表者(1979～1988年)

年度
佐賀県陶磁器
工業協同組合

肥前陶磁器
商工協同組合

有田焼直売
協 同組 合

有田焼卸商業
協 同 組 合

昭 和54(1979)年 中島 政司 山口 秀市 杉本 覚二☆ 山本 義幸

昭 和55(1980)年 中島 政司 山口 秀市 杉本 覚二☆ 山本 義幸

昭 和56(1981)年 中島 政司 山口 秀市 杉本 覚二☆ 山本 義幸

昭 和57(1982)年 中島 政司 山口 秀市☆ 牟田 穣 山本 義幸

昭 和58(1983)年 中島 政司 山口 秀市☆ 牟田 穣 山本 義幸

昭 和59(1984)年 中島 政司 山口 秀市☆ 牟田 穣 山本 義幸

昭 和60(1985)年 中島 政司 山口 秀市☆ 牟田 穣 篠原 文雄

昭 和61(1986)年 中島 政司 山口 秀市 牟田 穣 篠原 文雄

昭 和62(1987)年 中島 政司 山口 秀市 牟田 穣 篠原 文雄

昭和63(1988)年 中島 政司 蒲地 昭三 牟田 穣 篠原 文雄

(注)筒 井孝司作成資料。大有 田焼振興協同組合理事長の任期には☆印で示 した。

外にも肥前陶磁器商工協同組合と有田焼卸団地協同組合それぞれの理事長を務め,実 質的

に有田焼業界で強い影響力を発揮 していたこともあり,杉 本氏から山口氏への理事長交代

は比較的スムーズに進んだ。山口理事長のもとで知識集約型事業である研究開発事業や商

品開発事業,需 要販路開拓事業を積極的に推進 した⑳が,1985年 には佐賀県県会議員であっ

た岩永浩美氏が大有田焼の理事長に就任 し,各 組合を束ねるキーマンとして長年にわた り

有田焼の振興事業推進に際 して重要な役割を果たした。

お わ り に

オイルショックの影響下で有田焼流通の変革期に実現をみた大有田焼振興協同組合では,

窯元 ・商社 ・原料加工 ・物流部門などさまざまな業種が一堂に集まって有田焼発展を可能

にするための共同事業を次々と展開 し,国 内を代表する高級和食器として,業 務用食器に

加えて家庭用食器,さ らには家庭の食卓を豊かにする陶磁器の開発を強力に推進 した。こ

のような経験を通 じて,有 田の窯元や商社はオ リジナルブラン ドの商品を開発するための

新たな取 り組みへと乗 り出し,時 代の変化に応 じた焼き物作 りの経営や,そ れらを可能に

㈲ 都市部消費地 にお ける有田焼の需要動向に関 して は,福 島大学の下平尾勲教授がア ンケー ト調

査に基 づいて検証 し,他 産地 との競争関係 について リサー チを行 った。佐賀県有田町企画産業課 ・

大有 田焼活性化対策協議会(1985)を 参照。
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するうえでの企業内の人材育成に力を注いだ。1980年 代における生活水準の向上により,

洋風化の進展とライフスタイルの多様化が急速に進み,高 級陶磁器の需要も引き続き拡大

したのである。深川正氏を中心に始められた大有田焼展は有田焼ブラン ドの構築 と普及に

多大なる貢献をな したと考え られ,大 有田焼が推進 した大有田ぷらざ市をはじめとする展

示会は,有 田窯元 ・商社の製品開発を推進するうえでの重要な機会であり続けた。

大有田焼に参加 した若き経営者や技術者,そ して将来伝統工芸士として技を究めること

になる数多 くの人材が有田焼業界における重要な担い手となった。さらに言えば,大 有田

焼における議論を通 じて,有 田焼の伝統的技術やデザイン開発を担う若者の養成を目的と

する有田窯業大学校が誕生 し,有 田の窯元に対する人材供給機関として職業訓練を主眼と

する教育を今日まで推進 してきたと考え られる。一一方で1970年 代以降,有 田焼産地は佐賀

県有田町,伊 万里市,嬉 野町のエ リアにとどまらず,隣 接する長崎県波佐見町 ・佐世保市

三川内地区での陶磁器生産とも密接な関係を有するようになった。とりわけ日用食器の供

給でシェアを伸ばした波佐見焼の躍進には目を見張るものがあり,有 田町に対する素地供

給地域として重要な役割を果たし続けた。

波佐見焼の窯元と有田の商社との関係を通 じて,肥 前陶磁器商工協同組合(丸 肥組合)

では早 くより波佐見や三川内の窯焼に対する資金供給にも乗 り出し,有 田焼産地の発展を

中心的に担う組合として,現 在もなおその役割を果たし続けている。有田焼産地の発展に

おいて,有 田町を中心とした陶磁器業界での結束が求められたのと同時に,佐 賀県地域に

収まらない広範囲に及ぶ取引関係に基づいた組合活動が丸肥組合に続き,工 業協同組合や

直売協同組合でも重要な意味を持つようになった。

さらに新商品の開発を推進する中で,有 田町の商社や窯元にとどまらず,東 京 ・大阪や

名古屋 ・福岡などの消費地商社との連携によるデザイン開発や新商品の開発の必要性も高

まり始めた。国内市場における有田焼ブラン ドの高度化を推進するうえで,大 有田焼が果

たした役割は少な くない。そして大有田焼が構成する各組合の事業そのものに対 して影響

を与えるような活動を展開 し続けた結果,1980年 代以降現在に至るまで,有 田焼は国内の

代表的和食器産地としての地位を維持 してきたと考え られる。1990年 代における消費地市

場の変化と窯焼 ・商社の対応策については,続 稿で検討を試みたい⑳。

⑳ 本研究 は,平 成24年 度科学研究費助成事業(学 術研究助成基金助成金)基 盤研究◎ 「産業集積

地再生 におけるセクター連結型企業家 陶磁器産地有 田の事例研究 」(研究代表者:山 田雄

久,課 題番号24530438)に よる研究成果の一部であ る。
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